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要  旨 
 

農業農村整備事業の推進につきましては、平素か

ら格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 

地球規模の異常気象に伴う大規模災害の頻発化、

新型コロナウイルスの世界的な感染拡大、さらには

ロシアのウクライナ侵略により、食料安全保障を巡

る負の影響が国際社会に生じています。 

このような顕在化するリスクに対し、特に重要な

食料安全保障確立の観点から、食料生産を支えてい

る農業生産基盤を維持し、県民の不安を解消しなけ

ればなりません。その一方で農業・農村では、農業

従事者の高齢化や減少により、農地や農業用水等の

管理に支障が生じることで営農の継続が困難になる

など、様々な課題に直面しております。 

このような情勢のもと、農業を魅力ある産業とし

て担い手に引き継いでいくことが極めて重要な課題

となっていることから、農地の大区画化・汎用化、

適時適切な農業水利施設等の維持、更新が不可欠と

なります。 



 

 

また全国各地でため池を含む農業水利施設等の老

朽化が進行する中、近年、気候変動による豪雨災害

や大規模地震が頻発しており、県民の生命と財産を

守るためにも、洪水被害防止対策やため池等の耐震

化などの農村地域の防災・減災対策の推進を通じた

国土の強靱化を着実に進める必要があります。 

 

国では、令和３年３月に閣議決定された新たな「土

地改良長期計画」及び令和３年５月に策定された「み

どりの食料システム戦略」の実現に向け推進してい

ます。 

近年の土地改良制度については、平成２９年、３０

年に土地改良法が改正され、農地中間管理機構と連

携した農業者の費用負担を求めない農地整備事業や、

ため池等の耐震化を迅速に進める事業等が創設され、

本年にはこれらの事業の拡充、当連合会の新たな業

務や土地改良区の組織変更制度を追加する土地改良

法の見直しが講じられました。 

また令和元年に「農業用ため池の管理及び保全に

関する法律」が２年に「防災重点農業用ため池に係る



 

防災工事等の推進に関する特別措置法」が施行され、

ため池工事等を推進する措置が講じられ、本県でも

令和４年４月２７日に「ため池サポートセンターぐ

んま」を開設し業務に取り組んでいるところです。 

 

県では、農政の基本指針である新たな「群馬県農

業農村振興計画」を令和３年３月に策定し、その期

間に合わせるべく、「群馬県農業農村整備計画２０

２０」を令和３年１０月に一部見直しを行い、「豊

かで成長し続ける安全安心な農業・農村づくり」の

実現に向け、「持続可能な開発目標（ＳＤＧＳ）」

の理念を踏まえ、さまざまな施策が着実に展開され

ているところです。 

 

  私共、群馬県土地改良事業団体連合会と県内土地

改良事業推進協議会では、県の執行方針に基づき、農

業農村整備事業の一層の推進を図って参りたいと考

えております。 

つきましては、令和６年度の当初予算編成にあた

り、次の事項について特段のご高配を賜りますよう

お願い申し上げます。 



 

 

記 

○ 農業農村整備事業等について 

１ 農業生産力強化に向けた農業基盤整備の推進に

ついて 

担い手への農地集積を図る農地整備と耐用年数

を超える農業水利施設の保全整備、防災減災事業等

の積極的推進を図るため、新規地区の採択と予算の

確保 

（１） 農業競争力強化基盤整備事業による 

各種農業基盤整備 

１５地区（継続１５地区） 

 

 ○農地中間管理機構関連 

            １地区（継続１） 

 ○農地整備事業         ４地区（継続４） 

○水利施設等保全高度化  １０地区 (継続１０） 

 

（２）農山漁村地域整備交付金による 

各種農業基盤整備 

１２地区（継続１０地区 新規２地区） 

 

   ○農地整備事業        ４地区（継続４） 

○水利施設整備事業   ７地区（継続５、新規２） 

   ○農村集落基盤再編・整備事業 １地区（新規１） 



 

（３）農村地域防災減災事業による 

各種農業基盤整備 

         １１地区（継続８地区 新規３地区）     

       

（４）農地耕作条件改善事業による 

各種農業基盤整備 

６地区（継続２地区 新規４地区） 

                        

（５）農業水路等長寿命化・防災減災事業による 

各種農業基盤整備 

２０地区（継続１３地区 新規７地区） 

 

２ 農業水利施設の保全と管理に対する支援について  

農業従事者の減少や高齢化等により、適切な維持

管理をすることが困難になってきている農業水利

施設の適切な施設運用、管理手法の確実な継承など、

土地改良区における管理の効率化と体制強化を図

るため、下記事業の強力な推進と予算の確保 

 

（１）施設の管理系事業 

 

○基幹水利施設管理事業      ５地区（継続５） 

 

○水利施設管理強化事業      ８地区（継続８） 

 

 ○土地改良施設維持管理適正化事業   １６地区 



 

３ ため池の防災、減災対策の推進について 

地震や豪雨等の自然災害時に、下流域の人命や社

会基盤・農業基盤への被害が甚大となるため池の防

災、減災対策の強力な推進と予算の確保 

 

（１）農地防災減災事業   

１０地区（継続１地区 新規９地区） 

 

（２）農業水路等長寿命化・防災減災事業 

３地区（新規３地区） 

             

４ 日本型直接支払交付金の活動推進について 

 

   過疎化・高齢化等の進行に伴う集落機能の低下

により、適切な保全管理が困難となってきたため、

農地・農業用水等の資源を地域ぐるみで保全管理

を行う取り組みの推進と予算の確保 

 

（１）多面的機能支払 農地維持   ２９０組織 

 

（２）多面的機能支払 資源向上   ２２９組織 

 

（３）中山間地域等直接支払     １７８集落 

 

 

 



 

５ 再生可能エネルギーの推進について 

 

   農村地域に豊富に存在する水・土地などの資源

を再生可能エネルギーの生産に活用し、その利益

を地域に還元するため、土地改良区等が農業水利

施設の適正な維持管理を確保するために取り組む、

小水力発電・太陽光発電の積極的推進と予算の確

保 

 

（１）事業啓発推進への支援 

 

６ 県単公共事業の推進について 

 

県単公共事業は、国庫補助事業の実施要件に満た

ない小規模な農村整備を対象として、県費補助で対

応できる有効な事業であり、農村地域からの要望が

高い事業である。 

このため、県単公共事業の当初予算の確保 

 

（１）小規模農村整備事業 

      ・地域の要望に基づく当初予算の確保     

 

（２）防災重点農業用ため池等緊急整備事業    

                ３地区（継続２地区、新規１地区) 

 

 



 

７ 国土調査の推進について 

令和４年度末における本県の地籍調査の進捗率

は、３５．９％と遅れているため、休止・未着手市

町村の事業化の推進と継続地区の予算の確保 

             ２０市町村 

 

８ 農地中間管理事業への参画について 

 

県農地中間管理機構が行う農地中間管理事業に

ついて、積極的に連携・支援して参りたい。 

そのため、当連合会が整備・運用している農地

地図情報システム（水土里情報）の活用並びに基

盤整備、担い手への農地集積に関する土地改良区

及び当連合会の機能・技術・情報を活用していた

だきたい。                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

令和５年９月１２日 

 

群馬県土地改良事業団体連合会 

     会 長   熊川  栄   

（嬬恋村長） 
 

県央土地改良事業推進協議会 

      会 長   齋藤 佐太夫 

（大正用水土地改良区理事長） 
 

西部土地改良事業推進協議会 

            佐藤  滿 

（松義台地土地改良区理事長） 
 

利根沼田土地改良事業推進協議会 

      会 長   堤   盛吉 

（昭和村長） 
 

吾妻郡土地改良事業推進協議会 

       会 長   熊川  栄 

（嬬恋村長） 
 

東毛土地改良事業推進協議会 

       会 長   木村  實 
（待矢場両堰土地改良区理事長） 


